




The meaning of “SATOUMI” towards Regional Revitalization and Global Sustainability
Ken’ichi NAKAGAMI
Abstract
The total population of Japan has turned to decrease in 2015 census, the ratio of Tokyo metropolitan area increase 
to 28.4%, the rural area has decrease to 82.4% (1,416towns/1,719towns) on one side of town. These trends will 
continue from now, we should seek a solution to the new viewpoint and strategy for regional revitalization. In order 
to recover and sustain its unparalleled values, rebuilding a sound environmental policy system from top to bottom is 
highly required. The ecosystem services and their monetary values are also estimated due to their powerful roles in 
representing human-coastal zone relationship and supporting sustainability of a “SATOUMI” system. The Japanese 
term “SATOUMI” inspires us to pursue sound coastal zone governance by taking sustainable development into 
consideration with “Establishment of SATOUMI in the coastal sea”.
This paper examined the possibility and sustainability towards regional revitalization through case studies 
Shizugawa Bay and Tsushima island. Shizugawa Bay (Minami sanriku cho, Miyagi Pref.) which is known as one of 
famous SATOUMI sites, destroyed the fishermen and damage to their ships when the Great East Japan Earthquake 
occurred in March, 2011,and Tsushima island (Tsushima city, Nagasaki Pref.) which is an isolated border island for 
seeking the possibility towards regional revitalization. Finally, the effect of the global sustainability related economic 








口は 3,613 万人となり全国の 28.4% を占め、かつここ 5


































国総合開発計画（昭和 37 年 10 月 5 日 ; 地域間の均衡あ
る発展）、新全国総合開発計画（昭和 44 年 5 月 30 日；豊
かな環境の創造）、第三次全国総合開発計画（昭和 52 年
11 月４日；人間居住の総合的環境の整備）、第四次全国
総合開発計画（昭和 62 年 6 月 30 日；多極分散型国土の
構築）である。第四次全国総合開発計画においては、昭
































































資源・地元の一次産品・ICT インフラ + 事業所誘致・児童、
生徒を呼び込み等）の存在が、有効な効果を発揮してい
るのである。
















2014 年 9 月 3 日に発足した第 2 次安倍改造内閣に
おいて、地方創生担当大臣が任命された。「まち・ひ
と・しごと創生法」（平成 26 年法律第 136 号）に基づ
き、日本全体の人口の将来展望を示す「まち・ひと・
しごと創生長期ビジョン」（平成 26 年 12 月 27 日閣議
決定）および「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平
成 26 年 12 月 27 日閣議決定）が策定された（閣議決定
（2015））。これを踏まえ、「まち・ひと・しごと創生基本











































平成 38（2026）年に人口 1 億 2,000 万人を下回った後も
減少を続け、平成 60（2048）年には 9,913 万人となり、




























Robert Costanza et’al.（1997）は、地球の 17 種の生






位：百億円 / 年）は、1972 年：約 1,282、1991 年：約

























2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（仙
台市の東方沖 70km 付近の太平洋（三陸沖）の海底、深






















例えば、志津川湾南部のカキ養殖場が、2016 年 3 月 30
日国際機関の水産養殖管理協会（ASC）の国際認証を
－ 4 －
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設の更新需要は年間約 5,500 億円（平成 17 年度末）と
推計されるが、平成 30 年代にはさらに約 1.5 倍になり、





















































































































































































































口ビジョン（平成 27 年 12 月）はピーク時の 1960 年の








馬市（2015b））では、歳入 306 億 7,300 万円のうち、自
主財源が50億2,600万円で16.4%、依存財源が256億4,700
万円で 83.6% である。とくに、地方交付税が 144 億 2,245
万円で 47.0% を占めており、790 都道府県市区中 771 で
ある（みんなでつくる地域・生活情報サイト【生活ガイ




















































































九州の域内総生産額（平成 23 年度、名目）は、43 兆
8,326 億円で、全国の 8.8％を占め、実質経済成長率（平
























































出所 : 文献 46 より
－ 10 －





























九州産業大学：2016 年 5 月 28 日）における共通論題講演、
仲上健一「地方創生のためのグローバル・サステイナビ
リティ」の報告原稿を基本としている。なお、本研究は




















































・死者　620 人（直接死 600 人（うち町民の方 551 人、町外の
方 48 人、不明 1 人）、間接死 20 人）
・行方不明者　212 人（うち町民の方 211 人）
建物（住家）被害
・全壊　3,143 戸（平成 23 年 2 月末日現在の住民基本台帳世帯
数の 58.62 パーセント）
・半壊、大規模半壊　178 戸（平成 23 年 2 月末日現在の住民
基本台帳世帯数の 3.32 パーセント）
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